



































































































































































































































































































































6 83 11 77
コミュニケーショ コミュニケーション、思
lのための言語




音と文字 発音と綴り 11 76 13 71
読み 読むこと 7 85 8 70
書き 書くこと 14 80 6 61
数 数表示と数えること 3 80 17 88問題解決、
?_、数の
ｭ達
計算 計算 9 85 6 72














3 93 4 79
（出典：文科省『諸外国の教育動向2008年度版』2009年、明石書店、89～90ページより、一部修正作成した。）
（4）駐YFSにおける子どもの福祉を保障するための条件
　・就学前教育・保育の提供者は、以下のすべての条件を満たすものでなければならない。
　（a）子どもの福祉の確保及び促進
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　（b）適切な人員の確保
　（c）適切な設備、環境の確保
　（d）子どものひとり1人の学習及び発達のニーズに応え得るシステムの構築
　（e）施設の安全、効果的な運営に関わるデータの保持
5、「O～5歳児基礎ステージ」の実施i5）
　EYFS（「0～5歳児基礎ステージ」）の実施に当たり、その指針として政府は「0～5歳児基
礎ステージ実施要領』（Practice　Guidance　for　the　Early　Years　Foundation　Stage）を作成
し．6つの領域における発達・学習課題をそれぞれ6つの期間（「0～11か月」「8か月～1歳8
か月」「1歳4か月～2歳2か月」「1歳10か月」「2歳半～4歳2か月」「3歳4か月～5歳」）
に分けている。
　また、3～5歳児を対象とする「基礎ステージ」については、すでに2003年から到達度を見
るための「基礎ステージ評価ファイル」（Foundation　Stage　Profile）が作成され．教員が評価
ファイルに示される基準に従って、幼児の到達度を評価している。（なお、2008年からの「0～
5歳児基礎ステージ」導入に伴って、この方法はそのまま踏襲されている。）
麟、5歳児（「基礎ステージ」）到達度評価結果の公表
　2008年9月、政府は5歳児についての6つの発達・学習領域（下位領域を含めて13領域）に
関する教員による到達度評価（2007年度）を公表した。それによると、領域別に最高9ポイント
の評定がなされ、望ましいとされる6ポイント以上に達した幼児は．「身体の発達」（89％）．「数
の発達」（88％）、「人格の発達」（88％）、「周りの世，界の知識・理解」「創造力の発達」（79％）、
「書き」（61％）であった。ヒューズ子ども・学校・家庭省副大臣は、「シュア・スタート計画の
担当者や親の努力の賜物」であると評価している。
7、晃童貧困撲滅法案の発表
　2009年6月、ブラウン政権は児童貧困撲滅法案を公表したが、その骨子は以下の通りである。16）
　・相対的低双入家庭の児童を10％以下にする。
　・低所得・物的欠乏家庭の児童を5％にする。
　・絶対的低収入家庭の児童を5％にする。
　・慢性的貧困家庭の児童を減らす。
　2010年3月、同法は成立したが、シュア・スタート計画や「子どもセンター」の実践におい
て見られる子どもの貧困根絶の成功例を引き合いに出し、国と地方自治体の責任と取り組みを明
確化したこと．また政権交代の如何に関わらず、貧困撲滅を法律に義務づけたことに意義がある
とされている。
魯．教育白＝書『禦世紀の学校をつくる』公表
　時を同じく2009年6月、子ども・学校・家庭薬は、教育白書「21世紀の学校をつくる』
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（Your　child，　your　schools，　our　future：Building　a　21　century　school　system）を公表し
た。そこでは．これまでの労働党政権による12年間の政策の成果を強調した上で．①学習遅滞
児に対する学習支援及び親への支援の強化、（2）学校の教育成果に対する説明責任
（accountability）を高めるための「学校評価表」（school　report　card）の導入、（3）学校間の
連携による優れた教育の普及ならびに教員の専門性を維持・向上させるための「教員免許更新制」
（licence　to　teach）の導入等の施策が明らかにされている。
　ちなみに、白書は子どもの教育・保育、福祉を含む中・長期計画を打ち出しているが、その概
要は次の通りである♂7）
（a）学校を通じたひとり1人の子どもたちと親への支援
　・児童生徒に対する教育の保障
　・親に対する支援の保障
　・学校と家庭の協約の強化
（b）連携を通じた学校教育の一層の改善
（c）学校のアカウンタビリティの強化
　・学校評価表の開発（2011年から導：入）
（d）国と地方の学校支援機構の改善
（e）教職員の資質向上
　・「教員免許更新制」（5年毎に正規教員を対象）の導入
　・「教職修士」（masters　in　teaching　and　leaming）の創設
⑭．子ども・学校・家庭法案の下院提出
　次いで、ブラウン政権は2009年ll月、「子ども・学校・家庭法案」を公表したが、その骨子
は以下の通りである♂8）
　・児童生徒及び親に対する教育支援（第1条、第4条）
　・「学校評価表」の導入……これまでの「学校別全国成績一覧」（achievement　and　attaint
　　table）を廃止し、学業成績以外にも児童生徒の進捗状況、健康や安全、学校の満足度、児
　　童生徒の親の意見等．多面的な評価を入れる。（第20条）
　・教育課程の改革……全国共通カリキュラムの初等教育課程に、従来の教科に対応した6つの
　　学習領域（areas　of　learning）を設定する。（第10条）
　・学校裁量権の拡大（第15条、第16条）
　・家庭教育（home　edu㈱tion）の教育水準の保障……希望する子女に登録制を導入する。（第
　　26条）
　・「教員免許更新制」の導入（第23条）
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鱒、「子どもセンター」及び「拡大学校」の普及に関する調査報告の公表
　ブラウン政権は、シュア・スタート計函の一層の推進のため．「子どもセンター」ならびに
「拡大学校」（extended　schooDの充実に力を入れている。そして、これら2つの機関に関する
関係者の調査を行っている♂9）
（1）「子どもセンター」についての調査結果（2008年8月～10月）・，・一1，496人の親または妊
　　娠中の者から回答が寄せられた。調査対象の親の78％が、その存在について熟知している。
　　サービスの内容については、保育サービス69％、保健サービス50％、子育て支援49％の認
　　知度であった。回答者の45％が利用経験者であった。満足度については、92％が「大変満
　　足」と回答していた。
（2）「拡大学校」（就学後の総合的サービスの提供）についての調査結果（2008年6月～7月）・・，一
　　1，901校の初等・中等・特劉支援学校から回答が寄せられた。94％の学校がサービスを提供
　　しており、88％のi親がそのサービスについて知っている。58％の親がサービスを利用してい
　　る。サービスの内容については、53％が放課後の学童保育、16％が授業前の朝食サービスを
　　受けたと回答している。
　このような2つの調査について見る限り、サービス内容についてより一層の広報活動等の徹底
を図る必要があるものの、概ね利用者の満足度は高く、好評である。
　こうした状況を背景に政府は、2009年には子どもセンターを3，000施設、240万の家庭を対象
にまで拡げていた。また同時に、3～4歳児の保育（週当たり12時間半．年間38週）の無償化
を図っていたのである。
網．『初等教育課程検討報告書』の公表と勧告の受け入れ
　2007年に新たに改編された子ども・学校・家庭省のボールズ大臣は、全国共通カリキュラム
の初等教育課程の総合的な見直しについて、元勅任視学官ローズにその検討を委嘱していたが．
2008年1月に次のような勧告が出された。20）
　・全国共通カリキュラムを今後とも継続・維持する。
　・現行教科をそのまま包摂する形で、6つの学習領域に編成する。教科毎の指導と並んで、教
　　科の横断的指導についても充実させる。
　・就学前段階から、14歳までの学習の継続性を改善する。
　・従来の読み・書き・聴く・話す（literacy）、数的処理と並んでICTをコア（中心）領域に
　　加える。
　・幼児学校（infant　school）段階（初等学校第1～2学年）の教員は．就学前段階の幼児の
　　評価に加わる。
　・初等学校と中等学校は．児童生徒の進学に関して共通の方針を持つ。
　・初等学校における外国語学習は、1～2か国語とする。その義務化については、教育水準局
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　　が調査を行う。
　これを受けて子ども・学校・家庭省は2009年4月、「初等教育課程検討報告書』（lndependent
Review　of　the　Primary　Curriculum：Final　Report）を公表している。そこでは、全国共通
カリキュラムを維持しつつ、①就学前教育と初等教育、初等教育と中等教育の接続・一貫性の強
化、②個に応じた指導の運用面での弾力化、③ICT科目を国語（英語）及び数学とならんでコ
ア（中枢）領域とする、④人格の発達・形成の指導を一層重視すること等が明らかにされている。
犯、初等教育改革：に関する民間報告書『ケンブリッジ初等教育検討報告＝書』の公表
　また、2009年10月に民間の調査機関から出された「ケンブリッジ初等教育検討報告書』
（Children，　their　World，　their　Education，　Final　report　and　recommendations　of　the
Cambridge　Primary　Review）では、（1）今日の子どもと子ども期、（2）子どもが成長する社会
と世界、（3）初等教育の現状と今後という3つを視点に、初等教育について総合的に分析がなさ
れている。2i）
　そして同報告書では、次のような提言がなされている。
　・21世紀に求められる初等教育の目的、価値．原理を明らかにする。
　・子ども期の尊重と支援を念頭において、子どもについての新たな研究を進める。
　・格差を是正するために．学業不振児に焦点を当て．子どもの貧困を撲滅する。
　・特別支援教育について、全面的見直しを行う。
　・就学前教育と初等教育の接続を円滑にする。
　・教育課程を見直し、初等教育の段階の区分を現行の2つから1つにする。
　・エビデンス（証拠）に基づく初等教育学を確立する。
　・学習評価の方法を見直し、全国一律の評価よりも教員による個々の評価を重視する。
　・アカウンタビリティのあり方や初等教育の水準について再考する。
　・初等学校の教員養成を、子ども期の尊重、支援や研究による知見に基づいたものにしていく。
　・全教科担任制（generalist　class　teacher）に代わる指導体制のあり方について検討する。
　・学校におけるリーダーシップの改善を図る。
　・初等学校と地域社会との連携を強化する。
　・初等教育の財政のあり方について、教育ニーズをより反映する形に改善していく。
おわりに
　以上見てきたように．本来貧困家庭の解消に端を発するシュア・スタート計画が教育的にも社
会経済的にも大いに効果を発揮し、他方でそれに関連する「子どもセンター」の充実が就労女性
の家庭との両立をも可能にする函期的な施策になりつつあることを例証している。そして．この
ような質の高い教育やケアを受け、安全で心身ともに安定した教育環境の下で育った子どもたち
イギリスの教育改革の動向 199
が、初等、中等教育段階、さらには社会に出るにつれ、彼らの秘めた能力が開花し成長・発達を
遂げていくという．まさに「生涯発達計函」のビジョンの中で、矢次早に改革が進められている。
　一一方わが国においても、格差社会の増大や家庭と就労の両立、待機児童対策、認定こども園創
設や子ども手当ての創設など、緊迫する財政難の中で類似した政策課題とその推進が望まれてい
る。しかしながら、2011年3月ll日発生した未曾有の大震災により、教育財源も枯渇する中、質
の高い十分な教育やケアを未来の子どもたちに保障していくことは今後我々に課された大きな課
題である。イギリスも2010年5月の政権交代により、緊縮財政を掲げるキャメロン保守党・自由
民主党の連立政権の成立により、一時的に教育改革に対するスピードは停滞の感も否めない。い
ずれにせよ、これからの両国の教育改革の方向を見極めたい。
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